
第1回医療真の将来見通しに関する検討会  

議事次第  

日時：平成18年12月27日（水）  

13時00分～  

場所：厚生労働省社会保険審査会審理室  

議題   

（1）最近の医療真の動向について   

（2）厚生労働省が提示している医療章の将来見通しについて   

（3）その他  

配付資料  

資料1  近年の医療費の動向   

資料2－1  厚生労働省が提示している医療真の将来見通しとその手法   

資料2－2   過去に行った医療真の将来見通しについて   

資料3  各方面が行った推計や意見  

参考資料3－1 日本医師会／日医総研  

参考資料3－2 日本医事新報記事   

参考資料3－3 経済財政諮問会議、21世紀ビジョン 経済財政展望WG   



資 料1  

1t近年の医療費の動向   
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診療報酬・薬・被用者本人・診療報酬・薬  

価等の改定 3割負担へ 価等の改定  
▲2．7％  引上げ  ▲1．0％  

高齢者1割  

負担徹底  

介護保険制度  
が施行  

高齢者1割  

負担導入  

国民医療費等の対前年度伸び率（％）  
60   6   7   8   9   10   12   13   14   15   16   

国民医療糞   6．1   5．9  4．5  5．6   1．6  2．3  3．8  ▲1．8  3．2  ▲0．5  1．9   1．8   

老人医療費   12．7  9．5  9．3  9．1   5．7  6．0  8．4  ▲5．1  4．1   0．6  ▲0．7  ▲0．7   

国民所得   7．4   1．4  0．1   1．3  1．0  ▲2．7  ▲1．5  1．3  ▲2．9  ▲1．4  0．7   0．7   

注1：国民所得は、内閣府発表の国民経済計算（2006年5月発表）による。  

注2：老人医療費は、平成14年の制度改正により、対象年齢が70歳から段階的に引き上げられており、平成16年10月より72歳以上と  

なっている。  1   



資 料 2－1  

2－1．厚生労働省が提示している医療費の将来見通しとその手法   



国民医療費、医療給付貴、老人医療真の将来見通し  

（医療制度改革ベース、平成18年1月）  

平成18  平成27  平成37  

年 度  予算ベース  

（2006）  （2015）  （2025）   

改革後  

国民医療費（兆円）  33．0   44   56  

老人医療費（兆円）   10．8   16   25  

医療給付費（兆円）  27．5   37   48   

改革実施前  

国民医療費（兆円）  34．0   47   65  

老人医療責（兆円）   11．1   18   30  

医療給付貴（兆円）  28．5   40   56   

（注）平成18年度の老人医療費は74歳以上の高齢者が対象、平成27年度、平成37年度は75歳以上が対象。   



医療給付真の将来見通し  
（平成18年医療制度改革ベース）  

2006年度  

（平成18）  
2010年度   2015年度   2025年度  

予算ベース  
（平成22）   （平成27）   （平成37）   

改革後  27．5兆円   31．2兆円   37兆円   48兆円  

国民所得比   7．3％   7．4％ ～ 7．7％   8．0％ ～ 8．5％   8．8％ ～ 9，7％  

qDP比   5．4％   5．4％ ～ 5．6％   5．8％ ～ 6．1％   6．4％ ～ 7．0％   

改革実施前  28．5兆円   33．2兆円   40兆円   56兆円  

国民所得比   7．6％   7．9％ ～ 8．2％   8．7％ ～ 9．2％   10．3％ ～11．4％  

GDP比   5．5％   5．8％ ～ 5．9％   6．3％ ～ 6．6％   7．5％ ～ 8．2％   

国民所得  375．6兆円   403 ～ 420兆円   432 ～ 461兆円   492 ～ 540兆円   

GDP  513．9兆円   558 ～ 576兆円   601～ 634兆円   684 ～ 742兆円   

（試算の前提）  

1．「改革実施前」は、平成18年度の診療報酬改定及び健康保険法等改正を実施しなかった場合を起算点とし、1人当たり医療費の伸びについて   
は従前通り、70歳未満2．1％、70歳以上3．2％と設定して試算している。  

2イ改革後」は、平成18年度予算を起算点とし、平成18年度の診療報酬改定及び健康保険法等改正の効果を織り込んで試算したもの。  

3．国民所得比及びGDP比の算出に用いた名目経済成長率は、2011年度までは「改革と展望2005」参考試算、2012年度以降は平成16年年金   
財政再計算の前提を用いて、「基本ケース」及び「リスクケース」の2つのケースを設定している。  

名目経済成長；  率の推移  

2006   2007   2008   2009   2010   2011   2012一｝   

基本ケース   2．0％   2．5％   2．9％   3．1％   3．1％   3．2％   1．6％   

リスクケース   2．0％   1．9％   2．1％   2．2％   2．1％   2．2％   1．3％   
2   



医療真の将来見通しの手法の概略（改革実施前）  
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国民医療真の将来見通しの試算方法  

（改革実施前）  

平成37年度の国民医療責  

過去の実績から得ら  

れた1人当たり医療  

費の伸び（※）の累乗  

推計時点の医療保険  

× 等の人数の見込み   

（平成37年度）  

（Q）  

1人当たり医療責  

（平成18年度予算）  
（19年間分）  

（P）  

※1人当たり医療真の伸びは、まず、「人口構成の変化による影響」を除き、更に、現行制度を前提としてい  
るので、「制度改正の影響」を除いている。   

しかし、残りの将来の診療報酬改定の影響や自然増については、将来の動向を見込むことが難しいため、  
過去の実績を機械的に用いている。   

※過去の実績として将来見通しに用いる期間としては、平成14年5月に公表した将来見通し以降、平成7～11  

年度の伸びを用いている。この理由は、平成12年度以降、介護保険制度創設や平成14（2002）年改正による  
健保3割負担の導入など医療真に大きな影響を与える大きな制度改正が毎年のようにあったことから、実績の  

伸びから制度改正の影響を除くためには、精度の低い方法によらざるを得ず、将来見通しの算定期間にするこ  
とは適当でないためである。   

※将来見通しに用いた伸び率：70歳未満2．1％   70歳以上3．2％  

（注）上記の数式について、より詳細にいうと、医療真の将来見通しでは、基本的に5歳刻みの年齢階級別の 4   
データを用いて計算を行っている。   



医療費の伸びの要因分解  

○ 医療費の伸びのうち、経済の影響を受ける要素は、主に診療報酬改定の影響であり、経済の影  
響を受けないそれ以外の要素により、医療貴は変動する要素が大きい。  

主に高齢者の増加による医療真の増。  
過去15年程度は1．8～1．9％で推移している。  

＝＞患者負担の見直しや介護保険の導入による影響。  

経済成長が高い時期には、賃金や物価の伸びを通じて改定率が大きくなる傾向  
がある。   

医療の高度化などの伸び。  
過去15年程度は2～3％で安定して推移している。  

＜医療費の伸びと経済成長率の実績＞  

平成2～6年度   平成7～11年度  平成12～15年度   

国民医療費の伸び  
（①＋②十③＋④）  

5．5％   3．6％   0．7％  

人口増減・高齢化等の影響  ①  1．8％   1．9％   1．8％  

高齢化等の影響を除いた1人当たり  

医療費の伸び（②＋③＋④）  
3．7％   1．6％   －1．1％  

制度改正の影響  ②   0．0％   －0．9％   －2・7％ ※  

診療報酬改定の影響  ③   1．1％   0．1％   －0．6％  

自然増（医療の高度化等）  ④   2．6％   2．4％   2．2％   

医療費の将来見通しで用いる伸び率  

（③＋④）  
3．7！i   2．6，i   1．6ヽ   

（参考）   

経済成長率  
3．5％   D．4l   －0．1％   

（注1）医療費の将来見通しに用いている平成7～11年度の1人当たり医療費の伸びの70歳未満2．1％、70歳以上3．2％を  
平均すると2．6％となる。  

（注2）平成12～15年度の制度改正の影響（※）は、精度の低い方法により計算したごく粗い数値である。  
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1人当たり医療真の伸び率の推移  

一般の者（70歳未満）  高齢者（70歳以上）  

実績①   
制度改正  

①－②   の影響②  実績①   制度改正 の影響②   ①－②   

平成7年度   2．9％  2．9％   3．8％  3．8％   

8   4．1％  4．1％   3．7％  3．7％   

9   ▲0．7％   ▲3．9％   3．2％   ▲0．2％   ▲3．5％   3．4％   

10   0．9％   ▲0．8％   1．700   0．6％   ▲1．8％   2．4％   

1．0％  1．0％   3．4％  0．7％   2．8％   

12  1．6％  ▲4．0％  

13  2．1％  1．2％  

14  ▲1．2％  ▲3．5％  

15  0．4％  0．8％  

平成7～11年度   
2．6％  3．2％   

平均  

高齢化等の人口構成の影響の補正率は、平成7～11年度の一般の者について年平均0・5％  
1人当たり一般医療真の伸び率：2．6％－0．5％ ＝ 2．1％   

※1人当たり医療費の伸びの実績は、診療報酬の審査支払機関での支払が確定した医療費から老人保健施設療養責等   
を除いた医療責を用いて算出したものである。  

※ 高齢者（70歳以上）には、65歳以上70歳未満の着で一定の障害状態にあるものを含む。  6   



制度改正効果について  

○ 御j度改正の影響の補正については、医療保険制度改正が行われた直後の期間（「直後の期間」）における対   
前年同月比の実績の伸び率から医療保険制度改正の影響がないと考えられる期間（「影響のない期間」）に   

おける対前年同月比の実績の伸び率を控除することにより影響率を算定。  

伸び率  伸び率  制度改正  

直後の期間  
①   

影響のない期間  
②  

①－②   

＜一般＞  

平成9年度   平成9年4月～平成10年3月   －1．1％  平成7年4月～平成9年3月   2．7％   －3．9％   

＜高齢者＞  

平成9年度   平成9年4月～平成10年3月   －0．5％  平成7年4月～平成9年3月   3．000   －3．5％   

平成11年度   平成11年7月～平成12年3月   6．000   平成10年9月～平成11年6月   4．lOo   0．7％（＊）   

※平成10年度の改正の影響の補正については、平成9年度改正が翌年度にも影響した結果の補正を行った上で算出したものであり、平成10年度に   

おける直後の期間及び影響のない期間は平成9年度と同一。  

※制度改正の影響の補正に際しての伸び率の実績からは診療報酬改定の影響を除いている。  

（＊）改正が入院外医療費のみに影響を及ぼすものであったため、入院外医療費についての制度改正の効果を計算し、それを入院外医療責以外の医療  

費も含めた医療費に換算する補正を行ったものである。  7   



制度改正影響を算定する際の「参照期間」と「直後の期間」  

＜平成9（1997）年度改正＞  平成9（1997）年9月  

施行時  

（一般）平成7（1 、 川又′平成7（1 

．9％  

．5％   



平成7～11年度の高齢化効果について  

○ 一般医療費  

・平成7～11年度の高齢化効果については、年平均0．5％と見込んでいる。  

・国民医療費の年齢4区分（0～14歳、15～44歳、45～64歳、65～69歳）のデータを用いて、平成6年度  

から平成11年度の1人当たり医療真の伸び率を計算すると、年平均0．6％となる。  

このデータには、65～69歳に障害認定者の数値が含まれており、高齢化効果が高くでる要素があるた  

め、0．1％控除して、年平均0．5％となる。（一般医療真には、障害認定者は含まれないため。）  

0．5％  ＝  0．6％ － 0．1％  

平成6年度  人口  

1人当たり診療責  （千人）  

（千円）  平成6年度  平成11年度   

0－14   78．0   20，414   柑，742   

15－44   89．7   52，822   50，931   

45－64   224．6   34，212   35，827   

65－69   383．8   6，227   6，951   

平均額（千円）  144．3   148．9   

年当たり伸び率  0．6％   

（注）国民医療費は「国民医療費」（厚生労働省統計情報部）、人口は、「10月1日推計人口」（総務省統計局）  

○ 高齢者医療責   

■ 平成7～11年度の高齢化効果については、年平均0％と見込んでいる。  

・これは、この時期の高齢者の年齢階級別医療費はないため、高齢化効果を人口を用いて評価すると、   

この5年間の70歳以上人口の平均年齢が77．8歳で一定であったためである。  9   



資 料 2－2  

2－2．過去に行った医療費の将来見通しについて   



過去の医療費の将来見通しの比較  

社会保障に係る給付と負担 のし  
将来見通（試算）  

今回試算  

（21世紀福祉ビジョン）   
の見通し  （改革実施前）   

1．公表時期  平成6年3月   平成12年10月   平成18年1月   

2．2025年度の国民医療費の見通し  141兆円   81兆円   65兆円  

対国民所得比   101／2～131／2～14％   121／2％   12．0～13．2％   

3．見通しの前提とした1人当たり医療費  

の伸び率  

伸び率（高齢化分及び制度改正  全体 … 4．5％   全体・■・3．1％   全体 … 2．6％  
の影響を除く）  

伸び率の算定期間   平成2～4年度の平均   平成2～11年度の平均   平成7～11年度の平均   

2000年度まで  2010年度まで  
年平均2．0％、1．5％  

4．推計時点における経済成長率の  5～4％  2．5％  
（2011年度まで  

2001年度以降  2011年度以降  
年平均3．0％、2．1％、  

見通し  

4～3％  2．0％  
2012年度以降  
1．6％、1．3％）  



医療費の将来見通しの下方修正の寄与度（粗い評価）  

平成37年度  平成5年度  

兆円（平成6年3月見通し）  

伸び率の低下分   

63兆円（約8割）  4．5％＊で  
伸びた場合  

制度改正等による足元の  

医療真の実績の低下分  

13兆円（約2割）  

兆円（平成18年1月見通し）  

24兆円  

＊1人当たり医療真の伸び率であり、この他に人口増減・高齢化の影響がある  
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資 料 3  

3．各方面が行った推計や意見   



「2004年度の国民医療責■老人医療費  

についての問題認識」より  
日本医師会／日医総研（2006年9月5日）  

2025年度の国民医療費は49兆円  

厚生労働省推計は、1人当たり医療真の伸びを1995～1999年度の一般  
2．1％、高齢者3．2％としているが、直近の伸び率（2001～2005年度のう  
ち2002年度を除く）とすると一般1．4％、高齢者1．3％となる。   



【最近の医■暮の動向 雄引熟給付医療士）】  

孤1  罰】02  2003  2∝拘  
弐氾5－  平均  

亡H13．ユ   〔H14〕   ミH15）   （H16さ   （Hlア〉            弐旧2音鯵く   

1人当たり医  一穀  被用者   2．0％  －1．2鴨  －1．3％   

療tの対前年  国保   1．4％  －2．3％   1了％   ロ．   2．91賂   1偶  

阿月比  高齢者  1＿ヱ％  －3．6％   0、恥   8．ヰ   2．7％   1．誉弘   

■三相5年度の♯び畢は，ヰ月－9月の書打ヰによるもの  ▲  

横網毛本人3割負担  

厚生労働省は診療報酬改定がなければ、年3～4％の伸びと述べている  

が、ここ数年は診療報酬改定を除けば、ここ数年はどうみても1～2％台  
の伸びである。  

医療費総額の伸びの内訳t厚生労働省報道発表）  

2002年鹿  2003年度  20旧年廣   

高齢化   1．7％   1．6％   1＿5％   

人口増   0．1％   0．●l％   0．1％   

医療の高儀化を含む自然増など   0．2％   0．2％   】1．2％   

診療報酬改定   －2．7％  －1＿0％   

計   －0．6％   1．9％   1．8％   

●●■一‾左i‾‾‾‾、・、  

‥ が讐ノ   

’2Ⅸ叫年度の改定は薬価・村窮のみ。本体はプラスマイナスゼロ  

診療報酬の改定を除く  



「医療費は今後どう伸びるか  

－最近の動向から検証する」より  
日本医事新報（2006年9月9日）  

厚生労働省が発表する医療費の動向（メディアス）による医療真の伸び  
率の推移を見ると、平成12年度頃を境にして、その前後で伸び率の傾向  
が緩やかに変化してきた。  
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厚生労働省の医療費の将来見通し（18年改革実施前）は、1人当たり医  
療費の伸び率の前提を平成7～11年度の平均（高齢者3．2％、一般  
2．1％）としているが、この前提は間違っている。  
平成12年度以降、制度改正と診療報酬改定が両方ともなかった平成13、  
17年度の平均（高齢者1．65％、一般1．85％）を用いると、平成37年度の  
国民医療費は53．7兆円（編集部推計）となる。  3   



「経済財政展望WG報告書  

一活力ある安定社会の実現に向けて－」より  
経済財政諮問会議、21世紀ビジョン経済財政展望WG（2005年3月）  

・活力ある安定社会を維持するため、生産性を高めたり、2010年代初頭   
までに基礎的財政収支を黒字化し、それ以降黒字を維持し、公債残高   
（名目GDP比）を引き下げる。  

・2030年度までの名目経済成長率は、3％台半ば～4％台半ばとみている。  

・医療・介護に係る給付の対GDP比は、2005年度の6．4％から、2025年   
度は11．3％、2030年度は12．6％となると見込んでいる。   

※ 2025年度の医療費の実額表示はないが、調査課において粗い評価を行うと、医療・介   

護に係る給付費は100兆円を超える。  

・「日本経済中長期展望モデル（日本21世紀ビジョン版）」（内閣府）という   

計量経済モデルで計算したもの。   



参考資料 3－1  

日本医師会／日医総研  

（2006．9．5）   



2004年度の国民医療糞・老人医療真について  
の問題認識  

2006年9月5日  

日本医師会／日医総研   



厚生労働省は、2004年度の国民医療責および老人医療糞を以下のとおり発表した。   

※参考までに介護革も合わせて示す。  

総額  （兆円）  

2000年度  2001年度  2002年度  2003年度  2004年度   

国民医療費  30．1   31．1   31．0   31．5   32．1  

給付費等   25．9   26．6   26．4   26．6   27．2  

自己負担   4．3   4．5   4．6   4．9   4．9   

（再掲）老人医療責  11．2   11．7   11．7   11．7   11．6   

第1号被保険者介護糞  3．5   4．5   5．1   5．5   6．0   

★介護費は厚生労働省「介護保険事業状況報告」より  

前年比伸び率（％）  

2000年度  2001年度  2002年度  2003年度  2004年度   

国民医療費  －1．8％   3．2％   －0．5％   1．9％   1．8％  

（再掲）給付責等   －2．1％   3．0％   －1．0％   0．8％   2．3％   

前年比金額  （兆円）  

2000年度  2001年度  2002年度  2003年度  2004年度   

国民医療費  －0．6   1．0   －01   0．6   0．6  

（再掲）給付糞等   －0．6   0．8   －0．3   0．2   0．6   

2   



医療制度改革そして、骨太2006に至る議論は、厚生労働省の国民医療糞推計  

「2025年6与兆円」をベースにしたものであった。  

医療給付費（一部負担金を除く）  

2006年度   2015年度   2025年度   

改革案   27．5兆円   37兆円   48兆円   

改革前   28．5兆円   40兆円   56兆円   

国民医療費（一部負担金を含む）  

33・8兆円  47兆円  65兆 

〆十〆小＋＋十＋十十㌣十弓  

前提条件  

1人当たり医療費の伸び 一般2．1％、高齢者3．2％  

3   



厚生労働省は1995年から1999年までの医療費をもとに将来推計を行った。一方、  

日本医師会・日医総研は、直近の伸び率（1人当たり医療真の伸び一般1．4％、高齢  
者1．3％）をもとに、「2025  」と推計した。  

【最近の医療費の動向（保険給付医療貴）】  

2001  2002  2003  2004  2005  平均  

（H13）  （H14）  （H15）  （H16）  （H17）            2002を除く   

1人当たり医  一般  被用者   2．0％   －1．2％   －1．3％   1．1％   2．9％   

療真の対前年  国保   1．4％   －2．3％   1．7％   0．7％   2．9％  三二…芸‡1・4％  

同月比  高齢者  1．2％   －3．6％   0．9％   0．4％   2．7％   1．3％   

＊2005年度の伸び率は、4月～9月の集計値によるもの  ▲  

被用者本人3割負担  

1995   1996   1997   1998   1999   

（H7）   （H8）   （H9）   （HlO）   （Hll）   

平均  

1人当たり医  一般  被用者本人   1．8％   3．3％   －3．0％   －2．8％   0．2％   －0．1％   

療費の対前年  被用者家族   2．4％   5．3％   0．0％   2．9％   0．4％   2．2％   

同月比  国保   4．0％   4．0％   0．8％   1．8％   1．3％   2．4％  

高齢者  4．4％   4．6％   0．9％   1．5％   4．0％   3．1％  

▲  

被用者本人2割負担   



厚生労働省の推計値は、国民医療費総額では年3～4％の伸びになる。   

（2006年5月23日参議院厚生労働委員会でもそのように答弁されている）  

また給付費は年1．5兆円以上のペースで伸びる予測である。  

これに対し、日本医師会■日医総研の推計では、国民医療責総額の伸びは年平均  

2％台であり、厚生労働大臣から「楽観的すぎる」との指摘もなされた。  

2025年  

5   



2004年度の国民医療費総額の伸びについても、厚生労働省は診療報酬改定がな  

ければ、年3～4％の伸びと述べた。  

医療費総額の伸びの内訳（厚生労働省報道発表）  

2002年度   2003年度   2004年度   

高齢化   1．7％   1．6％   1．5％   

人口増   0．1％   0．1％   0．1％   

医療の高度化を含む自然増など   0．2％   0．2％   1．2％   

診療報酬改定   －2．7％  －1．0％   

計   －0．6％   1．9％   1．8％   

★2004年度の改定は薬価・材料のみ。本体はプラスマイナスゼロ  

診療報酬の改定を除く  

難しかし診療報酬改定を除 けば、ここ数年はどう見ても1％～2％台の伸びである  

冒頭のページに示したように、給付真にいたっては前年比＋0．6兆円でしかない。  

★厚生労働省は2003年に1996年～2002年の国民医療章の遡及修正を行った。上記の伸び率は修正後ではなく、発表  
当時のもの。修正後は2002年度の伸びが▲0．5％となる。   



薬局調剤医療費については、「医薬分業が進んだため」伸びたとされてる。しかし、  

薬価・材料ベースで▲4．3％の引き下げがあり、かつ医薬分業率は頭打ちになってき  

ており、その割には薬局調剤医療費7．8％の伸びは大きい。  

1995   1996   1997   1998   1999   2000   2001   2002   2003   2004   

薬局調剤医療費（兆円）  1．3   1，4   1．7   2．0   2．4   2．8   3．2   3．5   3．9   4．2  

前年比   18．5％  13．7％  15，8％  18．0％  21．2％  15．8％  16．4％  9．8％  10．2％  7．8％   

院外処方率  18．8％  20．1％  22．8％  26．8％  32．1％  38．1％  41．5％  46．0％  48．9％  51．7％  

前年比  6．9％  13．4％  17．5％  19．8％  18．7％  8．9％  10．8％  6．3％  5．7％   

7   



老人医療責については、1人当たり老人医療責伸び率の上位5県などが中心に報道  
された。それはまるで「伸び率管理」を意識したものであったかのようであった。しかし、  
2004年度に上位5県に位置した県が、恒常的に伸び率が高いわけではない。たとえ  
ば福岡県は過去4年間の平均伸び率は0．9％であり、今回、下位5県として発表され  
た宮城県と同じである。  

1人当たり老人医療費前年比  

2001年度  2002年度  2003年度  2004年度  単純平均   

2004年度の  上位5県  佐賀県   －0．3％   －3．0％   2タ％   5．2％   1．2％   

伸び率  沖縄県   －0．6％   －0．3％   5．2％   4．8％   2．3％  

島根県   0．8％   －2．3％   2．1％   4．7％   1．3％  

山形県   1．2％   －0．6％   1．0％   4．7％   l．6％  

福岡県   －0．7％   －2．5％   2．0％   4．6％   0月％  

下位5県  富山県   －0．5％   －2．1％   1．6％   2．0％   0．3％  

岩手県   －0．4％   －1．ダ％   1．7％   2．2％   0．4％  

徳島県   －1．4％   －5．2％   0．7％   2．3％   tO．9％  

宮城県   0．6％   －2．2％   2．6％   2．4％   0．9％  

長崎県   －0．6％   －2．6％   2．2％   2．7％   0．4％   

好ここからも、単年度の伸び率管理がいかに混乱をまねくかがわかる  

8   



医療費の高い県のほうが介護糞も高いという傾向は薄れつつある。そして、都道府  

県間格差も縮小している。  

9   



1人当たり老人医療責と介護責は、負の相関を示している。  

実際には医療が必要であるにもか  

かわらず、医療供給体制の制限が  
厳しいため、介護でカバーされてい  

るケースもあるものと推察される。  

10   
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日本医事新報記事   

（2006．9．9）   



NEW 紺州   州州NEWS  （   

国1制度別医療賓の対前年虔伸び率の推移と主な医億制監改革  

平成8年度  
○診療報酬改定二＋0．8％（本体＋3．4％、薬価専ム2、8％）   

j、げ紳〉  
孟豊苧警．霊諾驚諾慧予  

平成18年度  
○診療報醜改定：△1．8％（本体＋1，5％、薬価等△2・8％）  

平成11年度  
○高齢者薬剤一郎負担の廃止（7月～）  

平成12年度  
0介護保険制匿の発足く4月～）  
○老人定率1剖負錮（上限付き）の♯入（柑年1月－）  
○診脚鮒改定：十0．2％（本体・1．g％、真価等△1・7％）  
0その他病床の一般病床と療養病床への移行（13年3月可5年8月）  

平成14年蕨  
○高齢者定率1剖鼻祖の徹底し3歳末満2創貴重化、老人   

保健の対象年齢の段躇的引上け（10月～）  
○診療報酬改定こ△2．ア％（本体△1．3％、薬価等△1▲4％）  
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い
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び
を
 
 

見
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が
、
7
、
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の
頃
 
 

の
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、
今
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見
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と
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世
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。
 
 
 

こ
の
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な
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の
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。
医
療
毀
と
は
、
1
人
当
た
 
 

り
医
療
費
と
人
口
の
積
だ
が
、
 
 

注）①「老人」は14年庄   

以降、70歳以上の高鶴  
巻として集曹L②「披   
用考保険」「国保」には   
70蕎以上の被保険者   
分は含まない．  

－10  

・／ 8・9 て011121314151617（年蜜）  
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図3 医療輩の招来推計く編集部推計）  

（兆円）  
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日本医事新報 No．4298（2亡】D6年9月9別  18  日本医事新報 N8．4298（2006年9月9日）  19   
rつ  

乙  



参考資料 3－3  

経済財政諮問会議、21世紀ビジョン  

経済財政展望WG  
（2005．3）   



経済財救展望ワーキング・グループ報告書の概要  
一活力ある安定社会の実現に向けて－  

2030年経済の姿  

改革の先に実現する経済の姿  

○高い生活水準を維持  
・実質成長率は、労働生産性の着実な上昇  
に支えられ、1％台半ばを維持  

・2030年の一人当たり実質消費は2％程度  

の伸び   

○多様な働き方と高い労働参加率   

■ 人口減少下でも、多様な働き方を可能に  

する環境が実現  

・高齢者等の労働力率が高まり、生産年齢  
人口減少の成長に与える影響を一定程度  

相殺   

○小さくて効率的な政府の実現  
・公的部門の民営化、アウトソーシングが  

進み、小さくて効率的な政府が実現   

○グローバルな投資立国へ  
・経常収支黒字は緩やかに低下するものの、  

黒字を維持  

・東アジアヘの直接投資が拡大し、対外投  

資収益が増加   
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経済財政展望WG報告書ポイント  

1． 人口減少下で「活力ある安定社会」を実現するための取組  

今後、我が国は、人口減少・少子高齢化と世界的な環境の変化といった制約に直面する。こ   

れまでのように高い成長率が望めない中で、活力ある安定的な経済社会を維持していくために   

は、以下のような取組を進めていく必要がある。  

○ 一人一人の人間力を引き出すとともに、グローバル化を活かし「企業と人材   

を誘致する」ことにより、生産性を高める。これにより、一人当たりの消費額   

を維持・向上し、活力ある安定的な社会を構築することが可能となる。  

○ 民間部門の活力を最大限に活かすためにも、小さくて効率的な政府を構築す   

る必要がある。あわせて、今後、利払費や社会保障給付費の増大が見込まれる   

中、財政再建を通じて、基礎的財政収支の黒字を持続し、公債残高（名目GD   

P比）を引き下げる。  

○ 安心して子供を生み育てられる環境を整備することにより、少子化の流れを   

変える。それにより、社会の檜性化や持続可能な制度の構築も可能になる。  

2． 改革の先に実現する2030年の経済の姿  

改革の過程では、産業構造や地域構造は大幅に変化し、同時に国民一人一人が、自らの働き   

方・生活の仕方を変え、不断の能力の向上が求められる。改革の道程は、決して容易な道では   

ないが、その先には、以下のような経済の姿を実現することが可能となると見込まれる。  

労働生産性の上昇により、高い生活水準を享受しつづけることが可能  

○ 人口減少下でも、多様な働き方を可能にする環境が実現する中で、高齢者等   

の労働力率が上昇し、生産年齢人口減少の成長に与える影響を一定程度相殺。  

（参考）60歳以上の労働力率は2005年28％程度が2030年には32％程度に上昇する。特に60  

～64歳の労働力率は定年延長や年金給付開始年齢の引上げもあり、2005年54％程度が  

2030年には65％程度に上昇する。  

1   
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○ 実質成長率は、労働生産性の上昇に支えられ、1％台半ばの伸びを維持する。   

2030年の一人当たり実質消費額は、2％程度の伸びとなり、世界的に見ても高   

い生活水準を享受しつづけることが可能となる。   

（参考）－一一・人当たり消費額は、2005年の約230万円から、2030年には約380万円（2005年価  

格）まで高まる見込み。  

小さくて効率的な政府の実現  

○ 高齢化の進展により、社会保障給付費の占める割合は増大するものの、公的   

部門の民営化、アウトソーシングが進み、小さくて効率的な政府が実現。   

（参考）「改革と展望」参考試算で示された歳出削減を通じて、2010年代初頭において、国・地  

方合わせた基礎的財政収支の黒字化が達成されたとした場合の一つの姿を発射台とし  

て、その後の財政健全化の取組により実現される2030年の「その他の支出」（人件費や  

公的資本形成等）の行政サービス水準は以下のようになる。  

① 2013年度以降、利払いを除く歳出規模を、経済規模に対して一定に保つよう  

削減し、基礎的財政収支の黒字を安定的に維持する場合には、対2005年度の  

7割程度の水準（対GDP比）。  

② 2013年度以降、①と同程度の基礎的財政収支黒字を前提とした上で、行政  

サービス水準を維持しながら、国民負担を求める場合には、同8割程度。  

［：亘 ロ ーバルな投資立国へ  

○ 経常収支黒字は緩やかに低下するものの、黒字が維持される。財・サービス   

収支が赤字に転じるが、中国を始めとする東アジアへの直接投資が拡大し、対   
外投資収益が増加する“グローバルな投資立国”になる。  

（参考）所得収支の対GDP比は2005年度の2％程度から2030年度には4％弱程度に上昇。2003  

年段階で、英国は5．3％、米国0．3％、ドイツ▲0．6％。  

2   
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図表1将来人口の推移（中位推計）  

（単位：万人）  
（1）実数  

20（X） 2005  2010  2015  2020  2025  2030  

（年）  

（出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口   

（平成14年1月推計）」より作成）  

図表2 合計特殊出生率の推移  

（＼1  
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2、6  

24  
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2－0  

18  
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1ノ2  

1．0   

65 70 75 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96  

（デーータ出所）社会保障・人口問題研究所、Eurostat  
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図表3 生涯を通じた受益と負担  

将来世代  20歳代  30歳代  40歳代  50歳代  60歳以上  

（1983年以降生） （1973～82年生） （1963～72年生）（1953～62年生〉 （柑43～52年生） （～1942年生）   

（出所）内閣府「日本経済Ⅹ1）4」より。  

図表4 現行制度を前提とした社会保障の給付と負担の見通し  

（GDP比、％程度）  

2005年度  2010年度  2015年度  2020年度  2025年度  2030年度   

社会保障給付費   15．4   16．0   17．2   18．4   19．3   20．5   

年金   8．2   8．1   7．9   7．6   7．4   7．4   

医療・介護   6．4   7．1   8．5   10．0   11．3   12．6   

その他   0．8   0．8   0．8   0．7   0．6   0．5   

社会保障負担   14．3   15．1   16．7   18．6   20．1   21．5   

保険料   9．9   10．0   11．1   12．3   13．2   14．0   

公費負担   4．4   5．1   5．7   6．3   6．9   7．5   

（注）1．「日本経済中長期展望モデ／レ（日本21世紀ビジョン版）」（内閣何を利用した本ワーキング・グループによる  

試象  

2．現行の社会保障制度に変化がないものと想定。  

3．SNAベースであり、社会保障給付に社会扶助や恩給などは含まれない。   
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改革の先に実現する2030年の経済の  

図表5－1経済成長率  

（年率％）  

2013－2020年度   2021－2030年度  
2006－2012   

・ 

年度  讐讐∫   ト1・・旨＝蓋≡至誓   

実質成長率   1台半ば   2程度   1台半ば   

名目成長率   3台半ば   4強室4台半ば  3台半ば萱 4程度   

（注）「日本経済中長期展望モデル（日本21世紀ビジョン版）」（内閣府）を利用した本ワーキン   

グ・グ／レープによる試算。  

図表5－2 労働生産性及び資本装備率の伸び  

（年率％）  

2006－2012  2013－2020  2021－2030  

年度   年度   年度   

労働生産性  2弱   2程度   2強  

資本装備率の寄与   1程度   1強  1台半ば  

全要素生産性の寄与   1弱   1弱   1弱   

資本装備率  3程度   4程度   4強  

資本投入量   3弱  3台半ば   4弱  

労働投入量   ▲0強   ▲0強  ▲0台半ば   

（注）「歳出抑制ケース」、「歳出維持・国民負担増ケース」ともに大きな違いはなし＼  

図表5－3 需要面からみた姿  

（年率％、［］は寄与度）  

2013－2020年度  2021－2030年度  
2006－2012   

H  

ケースミ  ‖   

年度  

‖ 歳出抑制；     歳出維持・ 国民負担増 ケース    歳出抑制；  ‖ ケース！  ‖  歳出維持・ 国民負担増 ケース   

国内総支出  1台半ば   2程度  1台  半ば  

民間最終消費支出  1強  2台半ば   2強  1台半ば  

民間住宅  3程度  ▲1半ば  ▲1強   ▲1強  

民間企業設備  3弱   3弱  2台半ば   3弱  

政府最終消費支出  1台半ば   2弱   3程度   1程度  

公的固定資本形成  ▲6弱   1程度   2弱   1程度  

財貨・サービスの純輸出   ［0程度］  ［▲0強］  ［▲0強］  ［▲0程度］  

輸出   4強   2程度   2強   3弱  

輸入   5程度  4台半ば   5弱   3強  

5   
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図表5－4 一人あたりでみた姿  

（年率％）  

2006－2012  2013－2020  2021－2030  

年度   年度   年度   

一人当たり実質GDPの伸び率   1台半ば   2強   2程度   

一人当たり実質消費の伸び率   1台半ば   3弱   2程度   

（注）「歳出抑制ケー、・－ス」、「歳出維持・国民負担増ケース」ともに大きな違いはない。  

図表5－5 貯蓄投資バランス  

（名目GDP比、％）  

2030年度  

2005年度  
歳出抑制 ケ 
ース  

経常収支  4程度   2弱  

≡（参考）財・サービス収支  2程度  ▲2程度  

家計  
4程度   2弱  

企業  6強   1程度  

一般政府  ▲7程度  ▲1程度  

国・地方   ▲6強   ▲3弱  

社会保障基金   ▲1弱  1台半ば  

家計貯蓄率  
6強   3程度  




